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　※いわて防災学教室のバックナンバーは、岩手大

学地域防災研究センターのホームページ「公開情報」

で閲覧できます。

　17年前の2008年６月14日は岩手・宮城内陸地震（以

下、内陸地震）が発生し、岩手県内では一関市や奥

州市などで被害がありました。土曜日午前の発生、

栗駒山周辺などで土砂災害が頻発したため、釣りや

山菜取りなど余暇活動、治山など建設作業、温泉施

設の宿泊客や従業員など自宅以外で被災した犠牲者

の割合が高い地震災害でした。内陸地震から約１カ

月後の2008年７月24日には、野田村などで震度６弱

を記録した岩手県沿岸北部地震（以下、沿岸北部地

震）が発生しています。両地震の関連性が報道にお

いて取り上げられることもあったようですが、地震

発生のメカニズムが異なることから関連は低いと考

えられました。一方、内陸地震の義援金から沿岸北

部地震の被災者にも配分されました。日本赤十字社

において沿岸北部地震としての義援金募集が行われ

なかったこと、同じ県内で同時期に発生した地震災

害であったため、内陸地震と同様の水準により配分

するものでした。ちなみに、内陸地震の義援金では、

災害ボランティア活動への支援として社会福祉協議

会、風評被害や復興キャンペーン等への対応として

観光協会も配分対象となっています。被災者個人へ

の見舞金だけでなく、被災地の基幹産業や復旧・復

興活動などへの支援金という性格も含まれたもので

した。

　義援金に関する直接的な法的根拠はありません

が、多くの地方自治体では地域防災計画に基づき、

義援金募集、配分を行っています。配分に関する組

織は、地方自治体に事務局機能を設ける事例が大部

分であり、配分内容を検討する委員構成は、義援金

受付団体となっている日本赤十字社や共同募金会、

報道機関の関わることが多く、社会福祉協議会や学

識経験者、地域住民組織が加わることもあります。

委員の構成に関して第三者的機能を持たせることに

ついて明記した自治体がある一方で、委員長や委員

に自治体職員が就任する事例もあります。配分原案

の作成を事務局が担うことをふまえると、わが国に

おける義援金配分に関するしくみは行政への信頼を

前提にしているといえるでしょう。

　また、義援金は配分内容だけでなく、その配分時

期についても大きな関心、議論となります。東日本

大震災における義援金は比較的記憶に新しいところ

ですが、1995年の阪神・淡路大震災（兵庫県南部地

震）の時から早期の配分が話題となりました。この

時の教訓をふまえ、日本赤十字社から「迅速性」、「透

明性」、「公平性」を原則とした義援金の受付、配分

のあり方などが報告書にまとめられました。しかし、

「迅速性」と「公平性」は二律背反でもあります。

　東日本大震災では、国が調整する形で義援金に関

する第一次配分の基準が2011年４月に示されました

が、実際に被災者の手元に届くまで相当の時間を要

しました。義援金配分の基準となる被害調査、把握

が困難だったことに加えて、被災者への直接的な事

務手続きの窓口となる市町村の中には壊滅的な被害

となり、行政機能が十分に回復していない事例もあ

りました。円滑に事務手続きが行えるよう被災地外

から職員応援が不可欠です。また、原発関係の避難

指示を受けた地域の住民を中心として遠隔地へ広域

に避難しました。中には避難先が不明となる被災者

もいたようです。さらに最終的な義援金配分は口座

振込を基本とする自治体が大部分でしたが、津波等

により通帳やカードを紛失した被災者も少なくあり

ません。被災して営業できない金融機関の支店・出

張所、ＡＴＭも散見されました。集まった義援金を

個々の被災者へ確実に届けるしくみがこれまで議論

されていなかったのです。2011年６月に釜石へ行く

機会があったのですが、当時の市役所（災害対策本

部）が設置されていた駅前の施設において台湾の団

体が被災者へ義援金を手渡している様子を目撃しま

した。こうした現金による義援金の直接手渡しが海

外や日本の民間団体で行われました。今でも沿岸に

行くと「日本の義援金よりも台湾の義援金の方が早

かった」という声を耳にします。前例だけにとらわ

れない柔軟な配分手続きも検討しなければ、被災者

が本当に必要とする時期に義援金が届かない可能性

もあり、義援金に託された多くの民意に応えられな

い懸念も残るのです。

　他方、義援金を託す側も被災地の事情や支援した

い被災者を十分に検討、見極める必要があります。

例えば、東日本大震災における市町村ごとの義援金

の多寡は、各市町村を取り上げる報道量の違いに影

響されていることがわかっています。また、東日本

大震災では、中央募金会が義援金とは別に被災者を

支援するボランティアやＮＰＯ団体への支援金も募

集し、宮城県など自治体において復旧・復興のため

の寄付金窓口を別途開設するなど特定の支援のため

の寄付金を募っている団体も数多くみられました。

今後の災害においても各種義援金、寄付金が募られ

ると考えられますが、具体的に支援したい地域、内

容が決まっているのであれば、吟味してから募金し

てほしいと思います。
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　県大規模事業評価専門委員会

（専門委員長・狩野徹佐久大学人

間福祉学部教授）はこのほど、25

年度第１回委員会を県水産会館で

開き、県が計画している中山の園

整備事業（滝沢市、一戸町）の事

前評価など、５事業の内容や妥当

性などを審議した。第２回専門委

員会では、同整備事業を対象とし

た現地調査を予定している。

　第１回委員会では、県による各

事業の概要説明を踏まえ、委員ら

が専門的見地から意見などを述べ

た。

　諮問審議の対象となったのは、

大規模施設整備事業である中山の

園整備事業の事前評価１事業をは

じめ、大規模公共事業の徳田橋地

域連携道路整備事業（地域密着

型）、木賊川広域河川改修事業、北

上川（上流）広域河川改修事業、

気仙川広域河川改修事業の再評価

４事業。

　中山の園整備事業の審議におい

ては、委員が「みたけの杜隣接地

に、定員40人規模の施設を建てる

計画としている。施設を建てた後、

空いた用地は別途利用するのか」

と質問した。

　県保健福祉部障がい保健福祉課

は、「今のシミュレーションでは、

１万平方㍍の更地に平屋建ての施

設を新築する計画だ。基本設計で

配置を決めることになるが、一部

土壌で水はけが悪いところがあ

る。地質調査も経ながら、具体的

に検討していく。活用可能な用地

が発生するようであれば、有効活

用したい」などと回答した。

　徳田橋地域連携道路整備事業の

審議では、県土整備部道路建設課

が24年３月の新橋の供用開始によ

って、既に整備効果が発現してい

ることなどを説明。現在、旧橋撤

去を推進中で、工法の変更や物価

高騰の影響などに伴い、事業期間

が１年延伸、総事業費が13億3500

万円増の104億円になる見込みと

した。

　委員は、工法の見直しが必要と

なったことに関する説明を県側に

求めた。同課は「歩道橋の床版を

撤去したところ、桁の劣化が著し

いことが分かった。当初計画の橋

桁を引き戻す工法では、桁が折れ

てしまう恐れがある」とし、歩道

橋を吊り上げた状態で撤去する工

法へと変更することを説明した。

　このほか委員からは、河川事業

に関して、治水安全度を着実に向

上させるため、公共事業予算の確

保や優先度を見極めた事業の推進

が重要などの意見が挙がってい

た。

　第２回委員会では、７月14日に

中山の園整備事業を対象として、

現地視察を実施することを決め

た。

　事前評価の対象となった同整備

事業は、障害者支援施設などで構

成する一戸町中山地区の中山の園

について、施設と設備の老朽化や

入所者の高齢化・重度化に対応す

るため、全面的な施設整備を行う

もの。25年度から基本・実施設計

を行い、27年度以降に工事に入る。

28年度以降、順次供用を開始する

予定だ。現時点での総事業費は76

億8000万円と試算されている。

　新しい施設は、現在地に整備す

るほか、県立一戸病院建物内（一

戸町）と、みたけの杜隣接地（滝

沢市）に施設の一部を移転整備す

る。各施設の概要を見ていくと、

現在地の施設は、延べ床面積１万

2551.2平方㍍で、新築・大規模改

修での対応となる。定員は120人

で、地域移行を目指す人、若年の

重度障がい者、強度行動障がいを

有する人などが主な対象となって

いる。

　一戸病院建物内は大規模改修で

対応する。施設の延べ床面積は14

97.7平方㍍で、定員は30人。主な

対象者は高齢障がい者等。

　みたけの杜隣接地では、滝沢市

穴口に延べ床面積2431.1平方㍍の

施設を新築する。定員は40人で、

高齢障がい者等を主な対象とす

る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　奥州市は、水沢横町のメイプル

について、運営会社の設立・選定

を行い、主要テナント確保や改修

計画の検討を進めたい考え。運営

事業者となることを前提としたプ

ロパティマネジメント（ＰＭ）の

準備業務を行う事業者として、公

募型プロポーザルで運営候補者を

選考する構え。参加表明書等の提

出期限は７月１日正午（必着）。実

施要領や関係様式などは、市ホー

ムページに掲載している。

　メイプルは現在、市直営で管理

しており、今後は施設の資産価値

を高めた上で、民間譲渡を目指す

構えでいる。24年度にアセットマ

ネジメント（ＡＭ）プランを策定

し、策定後は約100社と交渉など

を実施し、一定の目途が立ったと

判断。運営会社の設立・選定を行

い、主要テナントの確保や改修計

画の検討を進めたい考えでいる。

　リニューアルオープン後の施設

運営については、施設改修やテナ

ントリーシングを踏まえ、マスタ

ーリース（ＭＬ）契約を締結する

民間事業者が、ＰＭ、ビルマネジ

メント（ＢＭ）、ディベロップマネ

ジメント（ＤＭ）などの業務の遂

行を一括で行う、一括ＭＬ方式と

することを前提としており、ＰＭ

等の準備業務を実施する事業者を

広く公募する。

　対象となるのは、メイプルの東

館で鉄筋コンクリート造陸屋根地

下１階付５階建て延べ床面積１万

9638.06平方㍍の規模。契約は、

開設前ＰＭ等業務、開設前ＤＭ業

務、ＰＭ等業務兼定期建物賃貸借

（固定型マスターリース方式）の

３段階を想定している。

　このうち、今回公募する開設前

ＰＭ等業務は、委託料の上限が20

00万円（税込み）。27年３月頃まで

の委託期間で、開設に向けたテナ

ントリーシング、施設改修設計な

どを業務内容としている。

　主な参加資格は、法人格を有す

る団体で、複数の団体による共同

での参加表明と提案を可とし、最

大３者までとしている。

　実績には、日本国内の地方都市

（概ね５万人から50万人の人口規

模）での都市開発、公共施設や空

き商業施設のリノベーション、マ

ネジメントに精通し、▽日本国内

の地方都市で過去10年以内（2015

年６月から25年５月まで）に、店

舗区画の延床面積が3000平方㍍以

上の商業施設（または商業施設を

含む複合施設）のリニューアル実

績または開業前支援実績があるこ

と▽日本国内の地方都市で過去10

年以内に、店舗区画の延床面積が

3000平方㍍以上の商業施設の運営

実績があること－を付す。なお、

複数の団体による提案の場合は、

提案者の全体で実績を有すること

としている。

　スケジュールは、現地説明会を

25日に開催。質問書を27日正午ま

で受け付け、参加表明書等の提出

は７月１日正午（必着）。同月７日

に資格審査結果を通知予定で、提

案書の提出は同月14日17時（必

着）。同月23日に提案書審査会（プ

レゼンテーション）を行い、審査

会開催から１週間以内に選考結果

の通知、公表予定でいる。候補者

との事前協議、契約締結等は、７

月下旬～８月を想定している。


